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総括研究報告書

独居認知症高齢者等の地域での暮らしを安定化・永続化するための研究

研究代表者 粟田主一 東京都健康長寿医療センター 認知症未来社会創造センター・

センター長

研究要旨

【研究目的】本研究の目的は、独居認知症高齢者等の尊厳ある地域生活の継続と安定化を

めざして多様なステークホルダー向けのガイドラインと自治体向けガイドライン（改訂

版）を作成することにある。【研究方法】上記の目的を達成するために、2023 年度は 12の

分担研究課題を設定して、各分担研究課題の目的達成に向けて事例調査、系統的文献レビ

ュー，インターネット検索、アンケート調査，ヒアリング調査、既存資料の調査等を実施

した。【結果と考察】1)認知症疾患医療センターの診断後支援に関する研究：認知症疾患

医療センターでは独居認知症高齢者に対して 6 つのカテゴリーに分類される診断後支援

のプロセスが多職種協働で実践されており、その実践の前提には 4 つの視点があること

を示した。2)生活支援ネットワークを構築する地域拠点に関する研究：地域在住高齢者

を対象とするアンケート調査から，一人暮らしの高齢者が認知症になってもこの地域で

暮らしていけるというエフィカシーを高めるためには、「生活圏に相談相手がいること」、

「地域の集いの場を利用していること」が重要であることを示した。3)プライマリケアに

おける独居認知症高齢者等への支援に関する研究：経験豊富な訪問看護師の専門家パネ

ルで Delphi 調査を行い、独居認知症高齢者の本人が望む生活を支えるための訪問看護師

の活動のチェックリストを作成した。4)独居認知症高齢者等へのケアマネジメントに関

する研究：地域包括支援センター職員と居宅介護支援事業所の介護支援専門員にアンケ

ート調査を行い、地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の居宅介護支援専門員に

共通して支援実施度と重要度がともに低かったのは、活動、趣味・娯楽や仕事等への参加

と別居家族の支援に関することであることを示した。5)地域在住の独居認知症高齢者の

家族支援に関する研究：何らかの認知症症状がある高齢者の介護者を対象にオンライン

調査を行い、独居認知症高齢の別居介護では、同居介護とは質の異なる介護状況と介護負

担があることを明らかにした。6)複雑困難状況にある独居認知症高齢者等への支援に関

する研究：特定自治体で実施されている高齢者を対象としたアウトリーチ型相談事業の

関係者を対象にヒアリング調査を行い、同事業の実践には 3 つの課題があること示し、

課題克服に向けたモデルを考案した。7)独居認知症高齢者等の社会参加促進に関する研

究：認知症当事者のインタビュー調査の記録の分析から、とりわけ独居認知症者において

は、他者との交流の機会があることが支えと喜びになっていることが示唆された。8)独居

認知症高齢者等の災害対策に関する研究：被災地の介護支援専門員を対象とするアンケ
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ート調査から，被災後及びパンデミック下での介護サービス停止が要介護高齢者の機能

低下、高齢者の QOL低下、家族の介護負担に影響すること（研究 1、研究 2）、インタビュ

ー調査から高齢者の災害対応に関する他部署との連携の重要性を示すとともに、平時は

支援を受けずに生活していても、災害時に支援が必要となる「グレーゾーン」の高齢者の

存在することを明らかにした。9)独居認知症高齢者等の行方不明対策に関する研究：2022

年度の研究で示した認知症による高齢者行方不明発生率を用いて全国の認知症による行

方不明高齢者の数は、毎年警察庁が公表している数値の 3.73 倍に及ぶことを示した。10)

見守り支援に資するテクノロジーに関する研究：系統的文献レビュー及び社会実装され

ている見守り機器の検索から、科学的検証がなされた独居高齢者に対する見守り機器は

ほとんど社会実装されていないこと、AI を用いたシステムは技術的に社会実装のレベル

には至っていないこと、電気使用料を用いた見守りサービス利用者の質問紙調査から、利

用している独居高齢者には社会的孤立者が多く、抑うつ、主観的物忘れを訴える者が多い

傾向が認められた。11)KDB システム等を用いた自治体事業の質の評価に関する研究：特

定自治体において KDB システム「突合データ（CSV）」と地域在住高齢者を対象とするアン

ケート調査のデータを突合し、KDB データで把握した認知症の病名登録や抗認知症薬処方

の有無を把握するなどの基盤構築を進めた。12)介護保険データを用いたサービス及び地

域システムの質の評価に関する研究：第９期介護保険事業計画の記載内容の分析、市町

村認知症施策担当者へのヒアリング、事業マネジメント研修会参加者へのアンケートに

よって認知症施策の現状・課題を把握し、市町村における事業マネジメント力強化に向け

た対応策を提案した。【結論】本年度の研究成果に基づき，独居認知症高齢者等の尊厳あ

る地域生活の継続と安定化をめざして多様なステークホルダー向けのガイドラインと自

治体向けガイドラインを作成することが次年度の目標である。

＜研究分担者＞

岡村毅 地方独立行政法人東京都健康長

寿医療センター研究所 自立促進と精神

保健研究チーム・研究副部長

津田修治 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

石山麗子 国際医療福祉大学大学院 医

療福祉学研究科・教授

涌井智子 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

井藤佳恵 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究部長

堀田聰子 慶應義塾大学大学院 健康マ

ネジメント研究科・教授

大塚理加 国立研究開発法人防災科学技

術研究所 災害過程研究部門・特別研究員

菊地和則 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

桜井良太 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 社会参加とヘ

ルシーエイジング研究チーム・研究員

石崎達郎 地方独立行政法人東京都健康
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長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究部長

川越雅弘 埼玉県立大学大学院 保健医

療福祉学研究科・教授

＜研究協力者＞

宇良千秋 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 自立促進と精

神保健研究チーム・研究員

枝広あや子 地方独立行政法人東京都健

康長寿医療センター研究所 自立促進と

精神保健研究チーム・研究員

宮前史子 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 自立促進と精

神保健研究チーム・研究員

中島朋子 東久留米白十字訪問看護ステ

ーション・所長／全国訪問看護事業協会・

常務理事

大久保豪 BMS横浜・立命館大学・客員

協力研究員

藤原聡子 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

黒田葉月 慶應義塾大学医学部・研究員

池内朋子 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

杉山美香 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 自立促進と精

神保健研究チーム・研究員

稲垣宏樹 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 自立促進と精

神保健研究チーム・研究員

大野昴紀 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・非常勤研究員

光武誠吾 地方独立行政法人東京都健康

長寿医療センター研究所 福祉と生活ケ

ア研究チーム・研究員

田中昌樹 大和ライフネクスト株式会社

マンションみらい価値研究所

角田光隆 神奈川大学法学部・教授

A. 研究目的

2019～2021 年度厚生労働科学研究「独

居認知症高齢者等が安全・安心な暮らしを

送れる環境づくりのための研究」（研究代

表者：粟田主一）では、57項目の CQを設

定してスコーピング・レビューを行い、自

治体向けの手引きを作成するとともに、そ

の内容を要約した単行本「認知症高齢者の

安全・安心な暮らしとは？ひとり暮らしが

可能な環境をつくるために」（ワールドプ

ラニング社）を出版した。しかし、これら

の作業を通じて、独居認知症高齢者等の社

会的支援に関する研究は国内外を通じて

極めて乏しく、エビデンスに基づいた体系

的なガイドラインを作成できる状況では

ないことも明らかになった。

そこで本研究では、科学的検証が不足し

ている重要領域を以下のように選定して

研究を行うことにした。1)認知症疾患医療

センターにおける診断後支援に関する研

究：認知症疾患医療センターで実践するこ

とが望まれる診断後支援のあり方を明ら

かにする。2)生活支援ネットワークを構築

する地域拠点に関する研究：地域包括支援

センターと連携して生活支援ネットワー

クを構築する地域拠点が独居認知症高齢

者等の地域生活安定化に及ぼす効果を多

面的に検証する。3)プライマリケアにおけ

る独居認知症高齢者等への支援に関する

研究：独居認知症高齢者等の地域生活安定
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化に寄与するプライマリケア（かかりつけ

医や訪問看護）の支援のあり方を示し、か

かりつけ医・訪問看護事業所向けガイドを

作成する。4)独居認知症高齢者等のケアマ

ネジメントに関する研究：独居認知症高齢

者等の地域生活安定化を目指すケアマネ

ジメントのあり方を示し、ケアマネジメン

ト・ガイドを作成する。5)独居認知症高齢

者等の家族支援に関する研究：独居認知症

高齢者等の生活支援を担う別居家族が直

面している課題を明らかにするとともに、

ケアラーズカフェ等の効果を評価し別居

家族支援ガイドを作成する。6)複雑困難状

況にある独居認知症高齢者等への支援に

関する研究：複雑困難状況にある独居認知

症高齢者等の支援について自治体事業の

モデルを示す。7)独居認知症高齢者等の社

会参加促進に関する研究：独居認知症高齢

者等の社会参加を促進する活動の先進事

例を示し、その意義を明らかにする。8)独

居認知症高齢者等の災害対策に関する研

究：独居認知症高齢者等の災害対策につい

て自治体事業のモデルを示す。9)独居認知

症高齢者等の行方不明対策に関する研究：

独居認知症高齢者等の行方不明対策につ

いて自治体事業のモデルを示す。10)見守

り支援に資するテクノロジーに関する研

究：見守り支援に資する有望なテクノロジ

ーの事例集を作成する。11)KDBシステム

等を用いた自治体事業の質の評価に関す

る研究：KDB システム等を用いて独居認

知症高齢者等への自治体事業の質を評価

するための方法論を考案する。12)介護保

険データを用いて独居認知症高齢者等の

地域生活継続を指標とするサービス及び

地域システムの質の評価方法を示す。

以上，1)～12)の研究成果を踏まえて、多

様なステークホルダーに向けたガイドラ

インと自治体向けガイドライン（改訂版）

を作成することが本研究全体の目標であ

る。2023年度は上記の 12領域について以

下の目標を設定して分担研究を行った。

1） 認知症疾患医療センターの診断後支

援に関する研究

認知症疾患医療センターにおける独居

認知症高齢者等の診断後支援のガイドを

作成するために、認知症疾患医療センター

を受診・通院している独居認知症高齢者の

データベースを作成し、登録されている事

例の分析を行うことによってガイド作成

のための基礎資料を得る。

2） 生活支援ネットワークを構築する地

域拠点に関する研究

認知症になってもこの地域で暮らして

いけると本人が思うこと（エフィカシ

ー）は、認知症共生社会をつくるための

基盤である。本研究では一人暮らしの高

齢者の認知症になってもこの地域で暮ら

していけるというエフィカシーの関連要

因を調べる。

3） プライマリケアにおける独居認知症

高齢者等への支援に関する研究

独居認知症高齢者の本人が望む生活を

支えるための訪問看護師の活動のチェッ

クリストを作成する。

4） 独居認知症高齢者等のケアマネジメ

ントに関する研究

地域包括支援センター職員と居宅介護

支援事業所のケアマネジャーの、独居認

知症高齢者の支援の実態と重要性に関す

る意識を量的に明らかにする。
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5） 地域在住の独居認知症高齢者の家族

支援に関する研究

独居認知症高齢者の家族介護者の支援

提供実態を量的に把握するとともに、独

居認知症高齢者を支える家族の介護負担

感に影響する支援提供を明らかにし、独

居認知症高齢者の家族への支援の可能性

を検討する。

6） 複雑困難状況にある独居認知症高齢

者等への支援に関する研究

周縁化されやすい認知症等高齢者を包

摂する地域包括支援体制を構築するため

に必要なアウトリーチ型事業のあり方を

検討する。

7） 独居認知症高齢者等社会参加の促進

に関する研究：

社会的孤立リスクの高い独居の認知症

の人が、認知症とともによき生活を送る

環境整備が喫緊の課題となるなか、独居

認知症の本人の楽しみや幸せを具体的に

把握することにより、求められる社会的

支援を検討するうえでの基礎資料とす

る。

8） 独居認知症高齢者等の災害対策に関

する研究

「令和 2 年 7 月熊本豪雨」に被災した

熊本県の介護支援専門員を対象に 2022 年

度に実施したアンケート調査の分析から、

「研究 1：豪雨災害における介護保険サー

ビス休止の実態と在宅要支援・要介護高齢

者への影響」「研究 2：コロナ禍による介

護サービス停止の実態と要支援・介護高齢

者への影響」を記述し、今年度実施したイ

ンタビュー調査から「研究 3：在宅高齢者

の災害対応における多機関連携の重要性

について」記述する。

9） 独居認知症高齢者等の行方不明対策

に関する研究

警察庁が毎年公表している認知症によ

る行方不明者数は、警察に行方不明者届

が出された人のみであり、実際に認知症

で行方不明になった人数とは大きな乖離

がある。行方不明者対策の促進に資する

よう、より実態に近い行方不明者数を推

計した。

10） 見守り支援に資するテクノロジーに

関する研究

見守り支援に資するテクノロジーの使

用状況から問題点までを明らかにし、社

会実装可能なシステムの提案を行うため

に、科学的に検証が行われているモニタ

リングシステムの同定を目的に、独居高

齢者に対するモニタリングシステムに関

するシステマティックレビューを行い

（①-1）、現在社会実装されている見守り

機器を調べた（①-2）。加えて、電気使用

量を用いた見守りシステム研究のさらな

るデータ収集のため、参加者募集を兼ね

た独居者の特性を探るための郵送調査を

行った（②）。

11） KDB システム等を用いた自治体事業

の質の評価に関する研究

2022 年度は、特定自治体から提供を受

けた KDB システム「突合データ（CSV）」

を用いて独自のデータベースを作成し

た。2023 年度は同自治体で毎年実施して

いる地域在住高齢者を対象とするアンケ

ート調査「すこやかチェック」のデータ

と KDB データを突合し、突合可能だった

者を対象に、「すこやかチェック」で把握

した認知機能の状況と、KDB データで把

握した認知症の病名登録や抗認知症薬処
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方の有無を把握し、KDB システムを用い

た自治体事業の質の評価を可能とする基

盤を構築する。

12） 介護保険データを用いたサービス及

び地域システムの質の評価に関する

研究

市町村における認知症施策の現状・課

題と事業マネジメント力強化に向けた対

応策として、認知症施策の現状・課題を

明らかにするとともに、当事者の声を踏

まえた効果的な施策を展開するための改

善策を提案する。

B. 研究方法

1) 認知症疾患医療センターにおける診

断後支援に関する研究

データベースに登録されている事例か

ら 2 事例を選択して診療録を詳細に閲覧

し、初診時から調査時点に至るまでの経過

を要約的に記述した。次に、2022 年度に

作成した 6 つのカテゴリーで構成される

「独居認知症高齢者等の診断後支援のプ

ロセスの枠組み」を活用しながら、初診後

から調査時点に至るまでの経過の中で実

践されている診断後支援のプロセスを演

繹的に分析するとともに、プロセスを進め

る上での前提となる視点を考察した。

2) 生活支援ネットワークを構築する地

域拠点に関する研究

研究拠点（高島平ココからステーション）

がある板橋区高島平 2 丁目の 65歳以上の

高齢者 4.523 人を対象に郵送法による無

記名自記式質問紙調査を行い、地域生活継

続のための自己効力感に関連する要因を

二項ロジスティック分析を用いて解析し

た。

3) プライマリケアにおける独居認知症

高齢者等への支援に関する研究

訪問看護師を対象に 2022 年に実施した

インタビュー調査に基づいて、チェックリ

ストの原案を作成した。原案に対して、

2023 年 9月から 2024 年 3月にかけて 2回

の Delphi 調査を実施して専門家パネルか

ら意見を聴取した。専門家パネルには、独

居認知症高齢者の支援や研究の経験が豊

富な訪問看護師 34 名が参加した。専門家

パネルの意見に基づいてチェックリスト

の修正を繰り返した。

4) 独居認知症高齢者等のケアマネジメ

ントに関する研究

独居認知症高齢者に対して想定される

支援 72 項目に関し、東京都に所在する地

域包括支援センター462 機関の職員（社会

福祉士、保健師、主任介護支援専門員）と、

居宅介護支援事業所 2954 事業所のうち無

作為抽出した 600 事業所に所属する介護

支援専門員（居宅ケアマネ）を対象にアン

ケート調査を実施した。

5) 地域在住の独居認知症高齢者の家族

支援に関する研究

全国の第 1号被保険者の要介護認定者

割合をエリア別に算出し、その割合に基

づいてオンライン調査モニターから地域

在住要介護高齢者の家族介護者を抽出し

た。何らかの認知症症状がある高齢者の

介護者 2,030 名を本研究の解析対象と

し、認知症高齢者の生活形態別に介護の

実態を分析した。

6) 複雑困難状況にある独居認知症高齢

者等への支援に関する研究

都内 X 区で実施されている、高齢者を

対象とした3 つのアウトリーチ型相談事
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業の関係者を対象とした、個別インタビ

ュー調査を実施した。3 事業とは、認知

症初期集中支援推進事業（国事業）、アウ

トリーチ事業（東京都事業）、高齢者精神

保健相談事業（自治体事業）である。

7) 独居認知症高齢者等の社会参加促進

に関する研究

2018 年から 2020 年にかけて認知症未

来共創ハブで実施した認知症の人のイン

タビュー88人分の文字起こしを 13 人の

研究者・専門職により読み込み、「生活の

中でのちょっとした楽しみ・こだわり／

日々の生活で感じた小さな幸せ」に焦点

を当て、エピソードを抽出した。抽出さ

れたエピソードを 11の生活領域別に分類

のうえ、独居者 20 人の特徴に留意して内

容分析した。

8) 独居認知症高齢者等の災害対策に関

する研究

研究 1、研究 2：本研究は、熊本県の介

護支援専門員 2803 名を対象とし、令和 2

年 7 月熊本豪雨の被災高齢者の担当経験

について、アンケート調査を実施した。調

査の周知は、2022 年に登録があり、熊本

県内にある居宅介護支援事業所全 374 ヶ

所、入所施設全 617 ヶ所、地域包括支援セ

ンター全 81ヶ所、在宅支援センター全 10

ヶ所に郵送で依頼状を配布し、web 経由で

の回答を依頼した。熊本県居宅支援専門員

協会からも周知した。実施期間は 2023 年

3 月 6 日から 4 月 25日であった。

研究 3 では、熊本水害の被災地区 3 ヶ

所の地域包括支援センターの介護支援専

門員を対象にグループインタビュー調査

を実施し、インタビュー調査で得られた音

声データをテキストデータ化し、グラウン

デッド・セオリー・アプローチを用いて、

質的に分析した。

9) 独居認知症高齢者等の行方不明対策

に関する研究

2022 年度の研究で明らかにした行方不

明発生率、つまり独居高齢者人口 10 万対

127.67 人、同居高齢者人口 10 万対

194.30 人に基づき、2022 年度に実施され

た国勢調査のデータを利用して行方不明

者数を推計した。推計は都道府県毎に、

独居・同居別に行った。

10) 見守り支援に資するテクノロジーに

関する研究

検索式を作成し、PubMed、IEEE Xplore、

MEDLINE、Web of Scienceを用いて文献の

検索を行った（①-1）。高齢者の見守りに

精通した 2 名の研究者が複数の検索エン

ジンを用いて機器の検索を行った（①-2）。

電気使用量を用いた見守りサービスを利

用している独居高齢者 120 名に対して研

究協力依頼書とともに質問紙を郵送し、研

究参加を依頼した（②）。

11) KDB システム等を用いた自治体事業

の質の評価に関する研究

すこやかチェックデータと KDB データ

台帳情報のそれぞれに含まれる属性情報

を合成し、二つのデータ突合のための連結

キーを作成した。そしてこの連結キーを使

って、すこやかチェックデータと KDB デー

タを個人単位で突合した。

突合後、2022 年度に実施したすこやか

チェックの 75 歳以上の回答者を対象に、

認知症高齢者の日常生活自立度の状況別

に、KDBデータで把握した傷病名から認知

症が登録されている者の割合や、抗認知症

薬処方者の割合を把握した。さらに、KDB
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データの認知症の登録病名や抗認知症薬

の処方情報から、どの程度の精度で認知症

の疑い（自立度Ⅱ以上）を判別できるか検

討した。

12) 介護保険データを用いたサービス及

び地域システムの質の評価に関する

研究

第９期介護保険事業計画の記載内容の

分析、市町村の認知症施策担当者へのヒア

リング、認知症に関する事業マネジメント

研修会参加者（市町村及び認知症地域支援

推進員）へのアンケートから、認知症施策

の現状・課題を把握した。さらに、事業マ

ネジメント力を強化するための方策に関

する知見を得るため、２回シリーズの研修

会を試行した。

C. 研究結果

1) 認知症疾患医療センターにおける診

断後支援に関する研究

MCI の診断から 4 年間、認知症の診断か

ら 1.2 年間独居生活を継続している調査

時 68 歳の女性（事例 1）と、MCI の診断

から 4 年間、認知症の診断から 3 年間独

居生活を継続している調査時 89 歳の女性

（事例 2）の経過を分析したところ、6 カ

テゴリーの診断後支援の枠組みが多職種

協働で実践されていることが確認された。

2) 生活支援ネットワークを構築する地

域拠点に関する研究

1,237 人から調査票を回収（回収率

27.3％）。一人暮らし 652 人のうち、欠落

項目のない 483 人（女性 64.6％、平均年

齢 78.7±5.9 歳）のデータを分析したとこ

ろ、単変量解析では「生活圏に相談相手が

いる」、「高島平ココからステーションを利

用したことがある、または知っている」、

「他の集いの場を利用している」が、多変

量解析で「生活圏における相談相手の存在」

がエフィカシーと有意に関連していた。

3) プライマリケアにおける独居認知症

高齢者等への支援に関する研究

Delphi 調査１には 34 名が、Delphi 調

査 2 には 29名が回答した。Delphi 調査 2

とその後の修正まで進めた段階で、チェ

ックリストの原案 37項目から、再修正し

たチェックリストは18 項目となった。そ

の内訳は、コミュニケーションと関係性

（4 項目）、本人理解と生活アセスメント

（6 項目）、多職種と協働した支援（5項

目）、判断と意思決定支援（3項目）であ

る。

4) 独居認知症高齢者等のケアマネジメ

ントに関する研究

地域包括支援センター職員 122 人、居

宅介護支援事業所ケアマネジャー225 人

から有効回答を得た。地域包括支援セン

ター職員と居宅介護支援事業所ケアマネ

ジャーに共通して実施度が高かった支援

項目は、医療保険や介護保険、既存の機

関等を紹介することと受け入れに関する

同意を得ることであった。実施度が低か

ったのは、賃貸住宅の場合の住まいの継

続的な確保に関することと、ごみ出し、

気にかけて見守る人を増やすこと等、生

活の基盤や地域とのかかわりに関するこ

とであった。地域包括支援センター職員

と居宅介護支援専門員ケアマネジャーに

共通して、実施度と重要度ともに低かっ

たのは、活動、趣味・娯楽や仕事等への

参加と別居家族の支援に関することであ

った。
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5) 地域在住の独居認知症高齢者の家族

支援に関する研究

独居介護の高齢者は同居介護の場合と

比較して、女性が多く、ADL は高いが、要

介護度も高かった。認知症診断や周辺症状

に差は見られなかった。介護提供内容につ

いては、同居介護と比較してトイレ介助は

少なく、環境づくりや認知症高齢者の親戚

や友人との連絡といった支援は多かった。

同居者のいる別居介護と比較するとトイ

レ介助は少なく、金銭管理、掃除、洗濯な

どの手段的日常生活動作の支援提供は多

かった。基本属性や介護状況、提供する介

護タスクを調整したうえで、介護形態と介

護タスクの交互作用を投入したところ、認

知症独居介護における介護負担感への交

互作用は介護記録、掃除や洗濯でみられ、

介護形態によって負担感への影響が異な

ることが示唆された。

6) 複雑困難状況にある独居認知症高齢

者等への支援に関する研究

以下の 3 つの課題が抽出された：1）も

っとも複雑化したケースは事業利用がで

きない、2）認知症をもつ高齢者の包摂が

進む一方で、認知症以外の精神疾患を持つ

人の排除が鮮明になる傾向がある。3）認

知症初期集中支援推進事業だけで精神症

状やそれを背景とした社会的要因にアプ

ローチすることに限界がある。

7) 独居認知症高齢者等の社会参

加促進に関する研究

88 人の認知症の本人の日々の生活のな

かでの楽しみや幸せを領域別にみると、

エピソード数・発言者数ともに、人との

交わりが最も多く、次いで遊ぶ、その他

の順となった。独居の 20 人に絞ると、う

ち 19 人が「交」にまつわるエピソードを

語っている。具体的なエピソードの内容

を検討すると、サブカテゴリー＜みんな

でお話をしたり時間を共有したりするこ

と＞、＜人とのつながりその人の存在感

＞、＜家族とのつながり、折々のサポー

ト＞、＜デイサービスなどを通じた社会

参加＞、＜気にかけてくれる人がいるこ

とへの喜び＞が多くあげられ、趣味、サ

ロン、デイサービス等の場に出かけてお

しゃべりや活動を楽しんでおり、デイサ

ービスが居場所となっている方もいる。

つながりの意義を理解して、昔からの縁

を維持するだけでなく、積極的に新たな

つながりもつくっている。さまざまな家

族とのかかわり、その存在が支えとな

り、家族や親族、友人や近所の人など気

にかけてくれる人がいることが喜びとな

っている。

8) 独居認知症高齢者等の災害対策に関

する研究

研究 1：回答者 419名（回収率

14.9％）のうち、熊本豪雨の被災高齢者

を担当した 53 名を本調査の分析対象とし

た。地域高齢者の生活への影響について

は、分析対象者の 17.0％が「食環境が悪

化した高齢者を担当した経験を有してお

り、入浴ができず QOL が悪化したとの報

告もあった。ケアマネジメントの影響と

それによる高齢者の機能低下について

は、被災によりケアマネジメントが妨げ

られたと回答した介護支援専門員は

56.6％、被災による機能低下がみられた

高齢者の経験 37.7％、デイサービス停止

の経験 47.2％、その中で機能低下がみら

れた高齢者の経験は48.0％であった。

研究 2：回答者 419 名（回収率 14.9％）
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のうち、地域包括支援センターおよび居宅

介護支援事業所に所属する 320 名（男性

95 名、女性 225 名）を分析対象とした。

デイサービス中止の経験 86.3％（そのう

ち停止による機能低下の経験 69.2％）、通

所リハビリテーション停止 75.3％（機能

低下の経験 61.8％）、訪問介護停止の経験

37.2％（機能低下の経験 31.9％）、訪問看

護の停止 14.1％（機能低下の経験22.2％）、

短期入所停止の経験 71.3％（機能低下の

経験 21.5％）であった。

研究 3：分析から抽出されたカテゴリ

ーとサブカテゴリーについて、Strauss

ら 1や戈木の方法に従い、状況、行為／

相互行為、帰結に分類した。状況として

『高齢者の災害対応・対策における課

題』が、行為/相互行為として『高齢者の

災害対応に関する他部署との連携』がカ

テゴリーとして抽出され、帰結は『高齢

者の生活に配慮した災害対応の実施困

難』と『高齢者の状態に配慮した災害対

策・対応の改善』にカテゴリー化され

た。これらについて、プロパティとディ

メンションに留意しながら、『高齢者の災

害対応に関する他部署との連携』につい

ての関連図を作成した。

9) 独居認知症高齢者等の行方不明対策

に関する研究

分析の結果、認知症による独居行方不

明者数は 8,575 人、同居行方不明者数は

56,954 人となり、合計で 65,529 人とな

った。都道府県別／独居・同居別の認知

症による行方不明者数については、分担

研究報告書を参照されたい。

10) 見守り支援に資するテクノロジーに

関する研究

システマティックレビューの結果、8 つ

のモニタリングシステムの有効性を検証

した先行研究が検出されたが、そのほとん

どがプロトタイプの機器であり、有効性が

実証されたモニタリングシステムは全く

社会実装されていないことが明らかにな

った（①-1）。また国内外では室内での移

動を感知するセンサー型のモニタリング

システムが多く流通していることが確認

された（①-2）。61 名から回答を得た郵送

調査から、電気使用量を用いた見守りサー

ビスを利用している高齢者では他者との

交流頻度が週 1 回未満の者（すなわち社会

的孤立者）が約半数を占めていた。また、

7 割近くが自身の健康不安を抱えており、

健康リスクが高い集団であることが明ら

かとなった。

11) KDB システム等を用いた自治体事業

の質の評価に関する研究

すこやかチェックデータ（10,003 名）、

KDB データ（10,874 名）の間で突合できた

者はすこやかチェックデータ全体の

58.8%であった。この中から 2022年度実施

のすこやかチェックに限定して、KDB デー

タの傷病情報や処方薬情報を使用可能な

1,418 名（処方薬の集計では 1,409 名）を

本研究の分析対象者とした（平均年齢

82.2（標準偏差 5.3）歳、女性 59.7％）。

認知症高齢者の日常生活自立度が「Ⅱ以上」

の群で認知症の病名登録があった者は

48％、アルツハイマー病では 37％で、自

立度「未認定/自立/Ⅰ」群ではそれぞれ

3.1％、2.4％であった。認知症高齢者の日

常生活自立度が「Ⅱ以上」群のドネペジル

処方割合は 25％、4 種類のいずれかの抗認

知症薬（ドネペジル、メマンチン、ガラン
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タミン、リバスチグミン）の処方割合は

29％で、「未認定/自立/Ⅰ」群ではそれぞ

れ 1.2％、1.4％であった。認知症の病名

登録や抗認知症薬処方による認知症高齢

者の日常生活自立度（Ⅱ以上）の判別能は

低かった（認知症病名登録：感度 0.48、特

異度 0.9；ドネペジル処方：感度0.25、特

異度 0.99）。

12) 介護保険データを用いたサービス及

び地域システムの質の評価に関する

研究

介護保険事業計画における認知症施策

の記載内容を分析した結果、①国から示

される各施策を実施すること自体が目的

化している、②当事者の声を把握するた

めの取組は一部市町村で実施されている

ものの、その声をもとに施策を展開して

いる事例は少ないことなどがわかった。

また、市町村担当者へのヒアリングや

研修会参加者へのアンケートから、①国

から示される認知症施策数は、他の事業

に比べて多く、かつ、ステークホルダー

も多岐に亘るため、施策を展開すること

が難しい、②市町村担当者は、認知症地

域支援推進員に具体的に何をやってもら

うのかがイメージできていない、③地域

課題をきちんと言語化し、市町村担当者

に伝えられる認知症地域支援推進員も少

ないなどがわかった。

D. 考察

1) 認知症疾患医療センターにおける診

断後支援に関する研究

認知症疾患医療センターでは、独居の認

知機能低下高齢者に対して、MCI や認知症

と診断した後に、多職種協働チームで診断

後支援が行われている。そのプロセスには、

①診断名を含む医学的評価の結果に関す

る配慮のある情報提供、②本人・家族の心

理的サポートと生活状況のアセスメント、

③生活支援に関わるサービスの情報提供

と利用支援、④地域包括支援センターや介

護支援専門員との情報共有と連携、⑤別居

家族との情報共有と連携、⑥パーソナルな

生活支援ネットワークの構築に向けた多

職種協働、という 6 つのカテゴリーに分類

される診断後支援が含まれている。一方、

事例の詳細な分析から、独居認知症高齢者

の診断後支援のプロセスを進める上で、そ

の前提となる重要な 4 つの視点があるこ

とが推察された。

2) 生活支援ネットワークを構築する地

域拠点に関する研究

一人暮らしの高齢者が認知症になって

もこの地域で暮らしていけるというエフ

ィカシーを高めるためには、1)生活圏に相

談相手がいること、2)地域の集いの場を利

用していること、が重要である。専門職に

出会え、権利ベースの支援が保証されてい

る「高島平ココからステーション」のよう

な地域拠点があることが重要である。

3) プライマリケアにおける独居認知症

高齢者等への支援に関する研究

専門家パネルの意見を反映した訪問看

護師の活動のチェックリストには、ひとり

暮らしをする認知症高齢者が望む自立生

活を支えることと、健康や安全を確保する

ことの間のバランスをとりながら支援を

する技術が集約されつつある。今後、

Delphi 調査 3 を実施してチェックリスト

を完成させる。
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4) 独居認知症高齢者等のケアマネジメ

ントに関する研究

支援実施度、重要度がともに平均を下回

る項目は活動、趣味・娯楽や仕事等への参

加に関することと、別居家族への支援であ

った。活動は QOLにも影響する。令和 6 年

度から介護支援専門員法定研修に導入さ

れた適切なケアマネジメント手法の基本

ケアの基本方針では「これまでの生活の尊

重と継続の支援」が重視されているが、地

域包括支援センター職員は三職種から構

成されるため、すべての職員が受講できる

わけではない。独居認知症高齢者はセルフ

マネジメントの低下がみられ、自ら表出し

ない課題が潜んでいる。独居認知症高齢者

に特有の想定される支援に基づくケアマ

ネジメント機能が発揮されるには、特に重

要度が低かった項目を含めた地域包括支

援センター職員と居宅介護支援事業所ケ

アマネジャーの両者に共通したガイドの

作成と教育の機会の確保が必要である。

5) 地域在住の独居認知症高齢者の家族

支援に関する研究

地域在住の独居認知症高齢者の家族の

介護状況とどのような支援提供において

負担を感じているかが明らかとなった。特

に、別居介護の状況であるからと言って負

担感が低いとは限らず、同居介護とは質の

異なる介護状況、負担を抱えていることが

明らかとなっている。独居認知症高齢者へ

の介護提供の場合、距離がつくる介護の困

難さや、要介護者が認知症であるが故の負

担・不安の状況がみられ、それぞれの介護

状況に見合った支援や情報提供が重要で

あること考えられた。

6) 複雑困難状況にある独居認知症高齢

者等への支援に関する研究

課題 1 に関しては、ケースが「経過観察」

という名目で放置されないよう、誰がどの

ような枠組みで支援するのか検討する必

要がある。課題 2に関しては、認知症初期

集中支援推進事業が軌道に乗り、認知症者

の包摂が進むことが、認知症以外の精神疾

患をもつ人の排除につながらないように

するための仕組みが必要である。課題 3 に

関しては、認知症初期集中支援推進事業だ

けで精神症状やそれを背景とした社会的

要因にアプローチすることの限界もあり、

他事業と併用され円滑な支援ができるよ

う、行政機関が調整する必要がある。

7) 独居認知症高齢者等の社会参加促進

に関する研究

独居の認知症の人は、深刻な孤独を経

験する可能性が高く、深刻な孤独は、抑

うつ症状と社会的孤立のリスクの増加の

関連がみられるという。また、独居の認

知症の人の満たされないニーズの上位は

日中活動、友だち・仲間(company)である

ことが報告されている。こうしたなか、

本研究では独居認知症の人 20人のうち

19 人が、「生活の中でのちょっとした楽

しみ・こだわり／日々の生活で感じた小

さな幸せ」として人との交流にかかわる

エピソードをあげており、とりわけ独居

の人にとって、他者との交流の機会があ

ることは、支えと喜びとなっていること

がうかがえた。

8) 独居認知症高齢者等の災害対策に関

する研究

研究 1：被災地で在宅生活を送ってい

る要介護高齢者は、災害後に適切な介護
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サービスを受けられず、機能低下が生じ

ている可能性が考えられた。被災による

介護サービスの休止は被災後の高齢者の

健康被害の一因であることが示唆され

た。介護サービスの提供を維持すること

ができれば、要介護高齢者の機能低下や

健康の悪化を減少させる可能性がある。

介護サービスの継続や早期復旧、つなぎ

となる支援の提供等「災害対応による改

善の可能性」がある。

研究 2：介護サービスの停止は、①高

齢者の身体機能、認知機能の低下に関連

している可能性があり、長期にわたる孤

立により、高齢者の社会性の維持が課題

となった。②家族の生活にも影響し、介

護負担の増大のみならず、仕事に行けな

い等の影響も生じ、家計への影響も推測

される。③介護家族の孤立が生じやす

く、家族介護者への支援も重要となる。

④居宅介護支援専門員の業務負担の増大

が顕著であり、被災地の居宅介護支援専

門員の人材不足にも関連し、業務負担の

軽減への配慮や業務支援体制の構築が必

要である。

研究 3：以下のことが明らかにされ

た。①避難所の環境整備が必要である。

例えば、床からの立ち上がりが困難な高

齢者がいる。高齢者福祉の担当者と災害

担当の危機管理の部門等の連携がない

と、高齢者における災害対応の課題が明

らかにされず、改善に向けた取り組みが

困難となる。②地域には介護サービスを

利用していないが「グレーゾーン」の高

齢者がおり、現状の災害対応の高齢者支

援の対象からは外れている。このような

「グレーゾーン」の高齢者は、平時から

地域の中で孤立しないようにすることが

重要である。その情報が地域包括支援セ

ンターと共有されれば、災害時の安否確

認や必要な支援につなげることが可能と

なる。③「グレーゾーン」の高齢者の中

には、独居認知症高齢者も含まれてい

る。また、災害時に避難しない／できな

い高齢者の中には、認知症高齢者やその

家族介護者もいる。在宅避難している高

齢者には課題がないわけではなく、より

大きな課題がある場合もあり、在宅避難

の高齢者への対応は必要である。

9) 独居認知症高齢者等の行方不明対策

に関する研究

警察庁による 2022 年の認知症による行

方不明者数は 17,565 人であり、推計値と

は 47,964 人の差があった。これは警察庁

の公表値の約 3.73 倍であり、推計値と大

きな乖離があった。このことは行方不明

者の７割以上が警察に行方不明者届を出

していないことを意味している。

10) 見守り支援に資するテクノロジーに

関する研究

システマティックレビュー（①-1）か

らは、科学的に検証がなされた独居高齢

者に対する見守り機器はほとんど社会実

装されていないことが明らかになり、社

会実装されている見守り機器の検索（①-

2）からは、国内流通の多くは移動を感知

するシステムによるものであり、AI を用

いたシステムはそれほど多くは確認され

ず、技術的に社会実装のレベルには至っ

ていないことが確認された。家電を用い

た見守りシステムは本邦の製品しか確認

できなかった。電気使用量を用いた見守

りサービスを利用している独居高齢者を
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対象に行った郵送調査（②）から、回答

者は「健康状態の悪化時の不安」といっ

た独居特有の生活不安を抱えている者が

多く、社会的孤立者が多く、抑うつ、主

観的物忘れを訴える者の割合が多い傾向

が認められた。

11) KDB システム等を用いた自治体事業

の質の評価に関する研究

認知症の病名登録や抗認知症薬処方に

よる認知症高齢者の日常生活自立度（Ⅱ

以上）の判別能は低かったが、このこと

はすこやかチェックの対象者が介護認定

を受けていない者に限定されていること

の影響と考えられる。介護受給者認定情

報が 2022 年度分から新たに KDB システム

に登録されるようになった。今後数年の

間で介護受給者認定情報がデータベース

に蓄積されれば、多くの要介護認定者を

対象に KDB データのレセプト情報との突

合が可能となり、本研究で対象とした高

齢者よりも更に多くの高齢者を対象に認

知症の状況と医療・介護サービスの利用

状況を把握することが可能となる。

12) 介護保険データを用いたサービス及

び地域システムの質の評価に関する

研究

市町村担当者の事業マネジメント力が

低い原因としては、①異動が多く、事業

導入の背景や目的、経緯を理解すること

が難しい、②マネジメントの考え方や手

法を学ぶ機会が少ない／理解できていな

い、③通常業務において、上司などから

マネジメントの考え方や手法を学ぶ環境

が整っていない、④内外の人や組織を動

かす経験が少ない、⑤委託先の専門職と

の協働の仕方がわからない／成功体験が

ないなどが考えられた。

したがって、市町村担当者の事業マネ

ジメント力を強化するためには、「学ぶた

めの環境を整える」「考える力を強化す

る」「関係者との連携協働の方法を学ぶ／

体感する」を強化する必要があると考え

た。

E. 結論と今後の課題

1) 認知症疾患医療センターにおける診

断後支援に関する研究

独居認知症高齢者の診断後支援のプロ

セスを進めるにあたっては、支援チームは

以下の 4 つの視点を前提としてもつこと

が重要である：1)多職種協働によるソーシ

ャルワーク、2)独居生活の不安と妄想に対

する精神療法的アプローチ、3)意思決定支

援チームの結成と権利実現支援（アドボカ

シー）、4)ピアサポートとエンパワメント。

このうち、第 4 の視点の実践は現在のとこ

ろ不十分であり、その普及と強化が今後の

課題として残されている。

2) 生活支援ネットワークを構築する地

域拠点に関する研究

地域に相談相手がいることが重要であ

るが、高齢期に新たに地域に相談相手を作

ることは容易ではない。今後は、自然に助

け合える関係を構築できる仕組みや工夫

が求められる。

3) プライマリケアにおける独居認知症

高齢者等への支援に関する研究

今後は、Delph ラウンド 3 を実施し

て、チェックリストを完成する。その上

で、チェックリストの各項目を解説し

て、独居認知症高齢者を支える訪問看護

の手引きを作成する予定である。
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4) 独居認知症高齢者等のケアマネジメ

ントに関する研究

今後の課題は、独居認知症高齢者の相談

支援、ケアマネジメントを担う包括職員と

居宅ケアマネの両者に共通した教育の機

会と表出されにくいニーズを取りこぼさ

ないためのガイドの作成である。

5) 地域在住の独居認知症高齢者の家族

支援に関する研究

別居介護には、同居介護とは質の異なる

介護状況と負担があり、それぞれの介護状

況に見合った支援や情報提供が重要であ

る。今後は、認知症独居高齢者への介護の

課題や必要とされる支援ニーズを家族介

護者や支援者に向けて情報を提供すると

ともに、認知症独居高齢者の家族が支援提

供の際に課題としている内容（介護記録や

その共有等）についての具体的支援策の検

討を行う予定である。

6) 複雑困難状況にある独居認知症高齢

者等への支援に関する研究

地域で暮らす認知症等高齢者が抱える

課題はとても複雑である。ひとつのモデル

として、認知症初期集中支援チームがジェ

ネラリストチームとして伴走型支援を提

供し、高齢者精神保健相談チームが精神保

健の専門チームとしてピンポイントの支

援を提供する体制を考えたい。

7) 独居認知症高齢者等の社会参加促進

に関する研究

とりわけ独居の認知症の人にとって、他

者の存在を感じること、人とのつながり、

他者とともに過ごし、会話や活動する機会

は、日々の生活の楽しみともなっている。

本人にとって楽しみとなる交流や、本人に

よるつながりの維持・拡大の手立てを、独

居認知症の人の支援にも活かすことが求

められる。孤独感は退屈によって強調され

るともいわれ、今後広く独居の認知症の人

の日中活動及びそのなかでの楽しみや喜

びについて、日常のテクノロジー活用の状

況とあわせて実態把握をすることも重要

となる。

8) 独居認知症高齢者等の災害対策に関

する研究

研究 1：被災による介護サービスの停

止は、要介護高齢者の身体機能や認知機

能や、高齢者の食生活や入浴等に影響

し、QOL の低下が生じる。これらのこと

は災害対応において留意し改善していく

必要がある。

研究 2 より、緊急時下での介護サービ

スの継続は、高齢者の社会性を維持、家

族介護の継続、労働力の安定といった社

会的側面からも重要である。

研究 3 より、高齢者の災害対応に関する

他部署との連携の重要性が示された。また、

平時は支援を受けずに生活していても、災

害時に支援が必要となる「グレーゾーン」

の高齢者の存在が明らかになった。

9) 独居認知症高齢者等の行方不明対策

に関する研究

警察に行方不明者届が出されていない

認知症による行方不明者が多数いること

が示された。行方不明者届が出されていな

い者を含めた実際の行方不明者数を把握

することが、今後の行方不明者対策を考え

ていくために必要とされている。

10) 見守り支援に資するテクノロジーに

関する研究

科学的に検証された見守りシステムの

社会実装は進んでおらず、AIをもちいた
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見守りも期待が大きいものの、社会実装

まで至っていない現状がある。今後は健

康リスクが高いと考えられる高齢独居者

の集団に対し、電気使用量パターンの変

化を AI によって観察し、その変化と健康

状態の関連を明らかにすることにより、

AI を用いた見守りシステムの進展に貢献

していく。

11) KDB システム等を用いた自治体事業

の質の評価に関する研究

介護受給者認定情報は 2022 年度分から

新たに KDB システムに登録されるように

なった。この情報には、主治医意見書に記

載された診断名や障害高齢者日常生活自

立度区分、短期記憶・伝達能力・食事行為・

認知症高齢者日常生活自立度区分・認知症

行動心理症状配列コード、認知症自立度Ⅱ

以上蓋然性区分等が含まれている。今後数

年間でこの情報が蓄積され、当該自治体の

要介護高齢者全員についてこの情報が活

用可能となり、認定調査時の認知機能や生

活機能の状況を把握できるようになれば、

本研究で対象とした高齢者よりも更に多

くの高齢者を対象に、認知症の状況と医

療・介護サービスの利用状況を把握するこ

とが可能となる。今後も KDB システムのデ

ータ更新を継続し、自治体における認知症

関連事業の質の評価をより実効性をもっ

て可能とする基盤構築を継続することが

重要である。

12) 介護保険データを用いたサービス及

び地域システムの質の評価に関する

研究

認知症当事者の意向を踏まえた効果的

な認知症施策を展開するためには、施策を

展開する市町村担当者と、現場を知る認知

症地域支援推進員の協働を促す必要があ

る。こうした両者の連携・協働を促すため

には、まず、お互いの視点（マクロとミク

ロ）、価値観、仕事の仕方などが違うこと

を認識する必要があるが、そのためには

「一緒に地域課題を考えてみる」などの協

働作業の場、協働を促す仕掛けが必要であ

る。

F. 健康危険情報

該当なし
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